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改定された病院内における携帯電話の使用指針 

埼玉医科大学 保健医療学部 医用生体工学科 
加納 隆 

 

１．携帯電話使用指針改定の経緯 
現在、国内の病院内における携帯電

話の使用ルールは、個々の施設で一律

ではないにせよ、何らかの使用制限を

設けながら、ゆるやかに運用している

ところが大半ではないかと考える。そ

の背景には携帯電話による医療機器

への明らかな影響を経験した施設は

皆無に近いことがあるが、最悪条件下

での実験結果ではかなりのパーセン

テージで何らかの影響が確認されて

いるのも事実である。今回の指針改定

に先立って行ったアンケートならび

に影響調査の結果からも、そのことが

言える１）。 
病院内における携帯電話等の使用

については、従来は、平成 9 年に不要

電波問題対策協議会（現・電波環境協

議会）から公表された「携帯電話端末

等の使用に関する指針」（旧指針）２）、

ならびに日本生体医工学会医療電磁

環境研究会が作成した「携帯電話の院

内使用に関する手引書」３）等を参考に

しながら、自施設の状況を考慮して、

各病院独自のルールを定めてきたの

が現状であろう。一方、この間、携帯

電話等の日常生活への浸透、電波の送

信出力が大きく医療機器（医用電気機

器）への影響が大きい第 2 世代の携帯

電話サービスの廃止、医療機器の電磁

的耐性（イミュニティ）に関する性能

の向上等、関連する状況が大きく変化

してきている。また、病院内における

携帯電話等（スマートフォン、タブレ

ット等を含む）の無線通信機器の積極

的活用は、医療 ICT の高度化・ 効率

化や患者の利便性・生活の質（QOL）
の向上に大きな効果が見込まれるた

め、今後、安全を確保しつつその推進

を図ることが望まれる。 
平成 26 年 8 月 19 日に出された「医

療機関における携帯電話等の使用に

関する指針」４）は、このような現状を

鑑み、病院内でのより安心・安全な携

帯電話等の無線通信機器の活用のた

めに、総務省主導のもとで、有識者、

医療関係団体（日本医師会、日本病院

会、医機連等）、携帯電話キャリア各

社や関係省庁（総務省、厚労省）等に

よる検討を行い作成したものである。

今後、各施設において、本指針を参考

に、携帯電話等の使用に関する合理的

なルールが定められることが期待さ

れる。 
 詳細は EMCC のホームページ

http://www.emcc-info.net/info/info26
06.html に掲載されている指針文なら

びにそのベースとなる調査報告書に

記載されているが、ここでは、その中

でも特に重要と思われる部分を抜粋

して紹介する。 
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２．新指針の対象 
指針の記述内容は、病院（診療所も

含む）を対象にしているが、背景事実

や考え方を共有するため、患者、面会

者、医療従事者、関係業者等にも幅広

く認知されることが望まれている。ま

た、対象とされる医療機器は病院内で

使用される診断・治療用の医用電気機

器であり、病院外でも使用される植込

み型心臓ペースメーカ等の植込み型

医療機器への電波の影響の防止につ

いては、総務省の「各種電波利用機器

の電波が植込み型医療機器へ及ぼす

影響を防止するための指針」５）を参照

されたい。 

 
３．病院利用者向けの携帯電話使用ル

ールの設定 
近年、携帯電話（スマートフォン及

び携帯電話内蔵のタブレット端末を

含む）は、ますます生活に不可欠なも

のとなっており、患者の利便性・生活

の質の向上のためには、病院内におい

ても患者や面会者等の携帯電話の使

用は、可能な限り認められることが望

ましい。一方で、医用電気機器には JIS
等の規格により、一定のイミュニティ

（妨害排除能力）が義務付けられてい

るものの、携帯電話がごく近接して使

用された場合にはその影響を受ける

可能性があり、また、通話時の音声、

着信音等によるマナーの問題も心配

される。そのため、病院内における携

帯電話の使用に際しては、一定の使用

制限を設けるなど、使用に関して適切

なルールが定められる必要がある。特

に患者や面会者等の利用者向けの携

帯電話の使用ルールの設定は重要で

あるが、病院によって医用電気機器の

種類、施設等の状況が異なるため、具

体的なルールは、各病院において、本

指針を参考に、各施設個別の状況等も

総合的に考慮しながら適切に設定す

ることが望まれる。 

 
４．離隔距離の考え方 
携帯電話から発射される電波は、そ

の端末からの距離が遠くなるにつれ

て減衰することから、 一定の離隔距

離を確保すれば、医用電気機器への影

響は防止することができると考えら

れる。一方、医用電気機器に密着して

使用した場合は大きな影響が発生す

る可能性があるため、医用電気機器の

上に携帯電話を置くようなことは厳

禁である。また、医用電気機器の EMC
規格である JIS T 0601-1-2 では、非生

命維持機器（JIS での呼称）の放射電

磁界に対するイミュニティは 3V/mの

電界強度に耐えることが要求されて

いる。つまり、JIS T 0601-1-2 をクリ

アしている医用電気機器（非生命維持

機器の場合）であるならば、この電界

強度以下の電磁環境下での使用には

問題がないといえる。したがって、一

般的に放射する電波の電界強度

E[V/m]を求める式は E＝7×√P／r
（理想的な半波長ダイポールアンテ

ナの場合）なので、E を 3V/m、P を

0.25W（第 3世代携帯電話の最大出力）

とすると、この条件を満たすことがで

きる距離 r=1.15m となる。JIS T 
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0601-1-2 では、この距離のことを「推

奨分離距離」と呼んでいるが、実際の

携帯電話の端末では相対利得が－

2dB 程度あるので、このことを考慮す

るとｒ=0.92m となる。また、E＝

10V/m の電界強度に耐えることが要

求されている生命維持機器（JIS での

呼称）では同じ計算式に基づくと、ｒ

=0.35m（－2dB ではｒ=0.28ｍ）にな

るが、JIS T 0601-1-2 では安全係数を

より高く見積もった方がいいと考え

て、「推奨分離距離」を非生命維持機

器と同じ距離にしている。したがって、

生命維持機器も非生命維持機器も推

奨される離隔距離（使用安全距離）は

約 1m と考えてよいことになる。 
ただ、この 1m はあくまで規格で担

保されている離隔距離であって、この

距離を保てないと医用電気機器への

影響があるという意味ではない。実際、

今回の指針を策定する上で行った携

帯電話端末実機による調査結果（表 1）
では、影響が出た最大距離は輸液ポン

プの場合の 18cm であった１）。すべて

の医用電気機器を網羅した結果では

ないにしろ、一つの目安にはなると考

えてよいであろう。さらに言えば、今

回の調査の実験条件は、最大出力状態

の 250mW で行っており、これは携帯

電話が受信できるかできない「圏外」

の一歩手前の状態である。通常の良好

な受信状態ではほとんどの場合で

10mW 以下の低出力の送信電波であ

ることも念頭に置いて頂きたい。 

 
５．院内各所での使用ルール策定例 

各病院では、エリアによって、使用

される医用電気機器の種類、携帯電話
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使用に対するニーズ、他者への配慮の

必要性等の状況が大きく異なると考

えられるため、各病院内におけるルー

ルは、エリアごとに設定する必要があ

る。また、携帯電話が使用可能なエリ

アにおいては、使用する際の条件（離

隔距離、使用の際の留意事項等）につ

いてもあわせて設定することが必要

である。このことを踏まえ、各施設で

ルールを検討・策定する際の参考とし

て、エリアごとのルールを設定する際

の考え方が本指針では示されている

（表 2）。この中で注目すべきは、使用

可能な場所でも、医用電気機器がある

場合は設定された離隔距離以上離す

ことが求められている点である。規格

で担保された 1mの離隔距離が難しい

場合は、その場所で使用する医療機器

に対して独自の調査をして、より短い

距離を設定するか、電波環境を調査し

て携帯電話の送信出力が十分低くな

る場所かを確認することが必要であ

る。 

 
６．医療従事者向けの携帯電話使用ル

ールの設定  
病院内における携帯電話の使用ル

ールを設定する際には、医療従事者向

けの使用ルールもあわせて設定する

ことが必要である。医療業務用の携帯

電話の使用については、医療業務の迅

速かつ最適な遂行に大いに役立つも

のであるため、医用電気機器への影響

の防止に関する教育が十分になされ

ることを前提として、通話等を含めて

原則として使用可能とすることがで

きることになった。なお、医療業務用

の携帯電話を使用する場合は、PHS
と同様に専用のストラップを装着す

るなどにより、利用者がルールを混同

することがないように対策を施すこ

とが必要である。 
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今後、医療の質の向上を目指して、

医療 ICT 化は加速するものと考える。

具体的には携帯型情報通信機器とし

てのスマートディバイス（スマートフ

ォンやタブレット等）の活用であるが、

今まではこれらの機器に携帯電話の

電波が使用されていることでの制限

があった。しかし、今回の指針の中で

は、少なくとも医療従事者に関しては

「教育が十分になされることを前提

として」使用可能となった点が大きい。 

 
７．医療機関の管理体制の充実 
今回出された新指針を参考に携帯

電話等に関するルールを設定するこ

とで、医療機関における無線通信機器

を適切に管理運用することが可能で

あると考えられるが、今後の医療 ICT
のより一層の発展に向けて、より安

全・安心に無線通信機器を活用可能と

するため、今後、各医療機関において

は、本指針を参考にして、EMC 環境

の管理について留意することが必要

である。特に、生命維持管理装置など

の高度医療機器を多数使用する特定

機能病院等においては、 EMC につい

て継続的に取り組む担当者（EMC 管

理者）が配置されることが望ましいと

されている。また、この EMC 管理者

には、臨床工学技士、医療機器安全管

理責任者等が兼任することが提案さ

れているが、さらに臨床 ME 専門認定

士（第 1 種 ME 技術者である臨床工学

技士が大半）など、EMC に関する知

識を有する者の配置が望まれると明

記されている。 

 
８．医療現場における具体策 
 平成 26 年 8 月に出された新指針の

概要について説明してきたが、ここで

実際の医療現場で具体的にどう運用

すればよいかについて、私なりのアド

バイスをしたいと思う。 
 そこでまず、国際医療センター内で、

携帯電話の電波状況の現状調査を行

うことにした。具体的には「屋外基地

局からの受信電力測定調査」と「携帯

電話からの送信電力測定調査」の双方

を実施した。その結果、現状でも十分

に低出力（10mW 以下）になっている

エリア（屋外基地局に面しているエリ

ア）がある一方、250mW の最大出力

になっているエリア（センター中心部

寄りのエリア）があることも判明した。 
今後は、すべてのエリアが 10mW

以下の低出力になるような適切なア

ンテナ配置を行えば、第 3 世代携帯電

話の院内全面使用も可能である。 
 しかし、屋内アンテナを多数設置す

るには膨大なコストが掛かるので、実

際に埼玉医科大学国際医療センター

で行ったことは、病院敷地内に屋外ア

ンテナをもう１箇所増設することで、

電波状況の改善を計った。屋外アンテ

ナ増設後の調査結果では、電波を遮る

ものが少ない病棟エリア内の電波状

況の改善が確認されたが、シールド壁

の影響が考えられる手術室エリアの

一部では電波不良状態も観察された。

今回の工事実施による電波状況の改

善で、第１の目的である病棟における

携帯電話使用による医療機器への影
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響の可能性が軽減され、同時に携帯電

話利用者の利便性も増したが、今回は

携帯電話事業一社についての工事で

あり、一般の利用者のことを考えると

他社にも働きかけることが必要とな

る。 
 しかし、電波状況を改善すれば携帯

電話の送信出力は低くなり、医療機器

への影響の心配も少なくなるが、今す

ぐ改善工事を実施するのはそう簡単

なことではない。そこで、すぐにでも

実施できる携帯電話対策として、以下

のようなことを提案する。 
例えば、透析室における慢性透析患

者に対する携帯電話使用について考

えてみる。通常、患者が持っている携

帯電話と透析装置の距離は規格で担

保されている 1mは厳しいかもしれな

いが、先にも述べたように患者の携帯

電話の受信状態が良好であることが

確認できれば、送信出力は十分に小さ

くなるので、そのまま使用させること

にほとんど問題はないと考えられる。

さらに、携帯電話の受信状態が悪く送

信電波が最大出力に近い状態になる

場所で、その透析装置への影響の有無

ならびに最大干渉距離を求めれば、指

針で言う独自の離隔距離を決めるこ

とも可能である。最大出力に近い状態

になっているかどうかの判断は、携帯

電話の受信状態を示すインジケータ

（電波バー）を観察することで簡単に

実行できる。 
 また、手術室、X 線 CT 室や MRI

室エリアは電波を遮蔽する金属の壁

が多く、このような場所では遮蔽され

た室内は勿論であるが、そのエリアの

廊下や待合室などでも携帯電話の受

信状態は一般に悪くなり、最大出力に

近い状態になっている場合も十分に

考えられる。この場合も、携帯電話の

電波バー表示を観察することで、その

エリアの電波環境をチェックし、受信

状態が悪いようならば、輸液ポンプや

体外式ペースメーカなどの移動型も

しくは携帯型の機器を使用している

患者に対する注意が必要となる。こう

いった受信状態の悪いエリアでも携

帯電話を使用するためには、先にも述

べたように、屋内アンテナ設置などに

よる電波状況の改善策を検討すると

よい。 
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